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論 文 内 .容 の 要 旨
1.本 論文の構成は、以下のごとくである。






















組織 ・手続」論として 「立法法を静止状態において静態的に考察」 したにすぎず、これに











ザゥァーr訴 訟法の基礎』における手続 ・追行 ・実体形成の三発展経路説 ・確定力論等々
が紹介され論 じられる。
4.「 第2編 本論」は二つの部分からなるが、その 「法律の実体形成」と題する部分にお
いては、まず、訴訟理論における 「実体形成」という概念が検討 され、団藤重光教授がザ
ゥァーの説を批判的に摂取し訴訟の発展過程を実体面と手続面一 実体形成過程と手続形




に類比的に適用 して 「法律の実体形成」という概念を構成 し、この概念の意義等を、っと
に同様の概念を提唱 していた小野清一郎博士 ・団藤教授の所説に即 して考察する。最後に、
立法過程を組成する個々の行為の 「体系化試論」が提示され、議院または委員会に対 して
一定の判断(議 決)を 求める行為(「 申立」と称 される)を 基礎づけ理由あらしめるため
になされる行為一 「主張」と称される一 と、.との 「主張」を更に基礎づけ理由あらし









に分類することができるとされるが、本論文提出者は、これ らの うち、(4)の区別(立 法過
程の形式面に関する事由を法律案の実体的な審理 ・議決の条件としたものであるところの
形式的立法条件 と、立法過程の実質面に関する事由を法律案の実体的な審理 ・議決の条件




味、議員 ・委員会 ・内閣の発案手続などについて考察する(第1章)。 実体的立法条件と
して本論文提出者が指摘するのは、(a)法律の所管事項に関する要件、(b)一事不再議に関す
る要件、(c倭 員会の 「握 りつぶしの権限」に関する要件の三つで、それ らについて検討が





論 文 審 査 結 果 の 要 旨
本論文の第1編1、 第2編R、 第2編1皿 は、それぞれ独立の論文として発表されたもので
ある。H1は 、1で なされた方法論的検討を発展させてのべ る部分が大半を占め、「法律の実
体形成」の法理 じしんについての言及は概括的見透 しにとどまっている。 これ}と対 して、量
的たも大部を占めているのは皿で、この部分は、既にのべられた方法論の、日本法について
の具体的な適用と考えられる。 これを要するに本論文は 「立法条件論」を重点的にとわあつ





法論的検討が重要な要素 とされたが、その検討は、ウィーン学派め立場か らの思考に限 られ
ウィーン学派自体に対する批判的検討が存 しないこと、提串者のいうところの 「勲態的考察」
の意味が方法論的叙述において も、各論的叙述においても、なお十分に明確でないこと、一




い評笹 得声 り・勿 学識は本論文1こおけ硝 法論的考察において統 分に馬区使されてい
て、「高い学問的価値を示 しているが、そこでの提唱も、たんなる思いつきではなく、かなり
の説得力を有すると考えられる。のみならず 「立法条件」論に示された各論的考察において
は発案権の概念 ・法律の所管についての分類 ・ 「一事」概念の設定など、日本の従来の学問
水準を超えた鋭利な思考がみられる。さらに、本論文は、日本の学説に問題があると考える
とき、外国、 とくに ドイツの制度および学説を詳細に紹介 し、批判的考察を くわえっっ参考
にする態度をとっているが、そこに示 されるドィッ制度 とドイツ学説についての該博な知識
と適確な検討とは、提出者の学識と思考が並々でないことをうかがわせ、それだけでも学問
的貢献 として高 く評価 しうるものである。
本論文は、全体 として、多 くの点において学界に対 し多大の寄与をするものと認められる。
なお、別紙の学力確認要旨に記載 したように、本論文提出者は、東北大学大学院博士課程
を経て学位を授与される者と同等以上の学力があると認められる。
以上によって、本論文提出者は法学博士の学位を授与されるに値するものと認める。
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